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【緊急声明】 インドネシア・西ジャワ州チレボン石炭火力発電事業・拡張計画 

現地地裁が環境許認可の取消判決 

JBICは違法事業への融資決定を早急に見直し、撤回を！ 

―現地国の司法判断を無視した JBICの拙速な融資決定に厳重抗議― 

 

インドネシア・西ジャワ州チレボン石炭火力発電事業・拡張計画（丸紅、JERA が出資。1000 MW）

について、地域住民が環境許認可の取消を求めていた行政訴訟で、4 月 19 日、西ジャワ州バンドゥン

地裁が住民の訴えを認める判決を言い渡しました。 

 

国際協力銀行（JBIC）は、それに先立つ 4月 18日、同拡張計画に対して融資契約を締結していまし

た1が、地域住民の権利と現地国の司法判断を真摯に受け止め、現地法に照らして違法な事業、かつ、「相

手国及び当該地方の政府等が定めた環境に関する法令の遵守」や「相手国政府等の環境許認可証明書の

提出」を要件とする『環境社会配慮確認のための JBICガイドライン』（ガイドライン）にも違反した状

態の同拡張計画への融資決定を早急に見直し、撤回するべきです。 

 

今回の JBIC の融資決定は、同拡張計画に対する環境許認可の取消しという事業の違法性を争う非常

に重要な行政訴訟の地裁判決を 1 日後に控えたタイミングでなされました。JBIC は、同訴訟の進捗に

ついて認識していることを 4 月 13 日の国会答弁2でも確認しており、同判決を待たずに融資決定した

JBIC の判断は、地域住民の権利と現地国の司法判断を著しく侵害したものに他なりません。また、今

回の融資決定は、JBIC ガイドラインの上述の規定の遵守について依然明確な確認が不可能である状況

のなか行なわれました。私たちは、このように企業の利益を優先して地域住民の権利を後回しにした、

また、現地国の司法判断と自身のガイドラインを明らかに無視した JBIC の拙速な融資決定に対し、厳

重な抗議を表明します。 

 

チレボン石炭火力発電事業では、すでに JBICが融資を供与して稼働中の 1号機（丸紅が出資。660 MW）

によって、様々な環境社会影響が引き起こされてきました。昨年 11 月には、小規模漁業、貝採取、製

塩、農業等の生計手段や収入機会をすでに喪失した、また、大気汚染による健康状態の悪化を懸念する

住民が、JBIC に対し異議申立書を提出。しかし、これら既存案件による影響に対し、依然有効な対策

                                                   
1
http://www.tribunnews.com/bisnis/2017/04/18/mou-pembiayaan-diteken-proyek-pltu-cirebon-ekspansi-segera-konstruksi 

2
 4月 13日参議院 財政金融委員会での大門 実紀史議員による質問への JBIC近藤総裁の答弁 

（http://www.webtv.sangiin.go.jp/webtv/index.php） 
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はとられておらず、住民は深刻な問題を抱えたままです3。住民は 2 号機の拡張計画が進めば、さらに

被害がひどくなると懸念し、同拡張計画の中止を求めてきました。 

 

今回の行政訴訟では、昨年 12 月に住民 6 名が原告となり、同拡張計画でチレボン県空間計画が未修

正のままであったり、環境影響評価（EIA）の策定過程でコミュニティーの適切な参加が確保されてい

ないなど、複数の環境法違反を指摘。西ジャワ州政府によって環境許認可 （番号

660/10/19.1.02.0/BPMPT/2016。2016 年 5 月 11 日発行）が不当に発行されたとし、同許認可の取消を

行政裁判所に求めていました。 

 

 JBIC は、この 1 年の間に、深刻な人権侵害を引き起こしたインドネシア・中ジャワ州バタン石炭火

力発電事業（2,000 MW）4、また、フランスの民間銀行が自身の石炭融資を削減する公約に沿って（融

資）銀行団から撤退した中ジャワ州タンジュンジャティ B石炭火力発電事業の再拡張計画（5、6号機。

2,000 MW）5と、すでに計 3,730百万米ドルもの融資を決定しています。今回、融資契約がなされたチ

レボン石炭火力発電事業についても、仏クレディ・アグリコル銀行が同様の理由ですでに撤退を決めて

いましたが、日本政府に対しては世界各国から、パリ協定に沿って劇的な炭素排出削減を行っている世

界の努力を蔑ろにせぬよう、融資拒否を求める声があげられてきました6。 

 

 日本政府・JBIC は、住民や国内外の懸念の声にしっかりと耳を傾けるとともに、現地国の司法判断

を真摯に受け止め、これ以上、地域住民の生活・社会環境が悪化することのないよう、また、国際的な

石炭関連事業からの融資撤退（ダイベストメント）の動きを直視して、同事業への融資決定を早急に見

直し、撤回すべきです。 

 

以上 

 

連絡先：国際環境 NGO FoE Japan（担当：波多江） 

Tel：+63 956 768 5290   Email: hatae@foejapan.org 

 

 

 

                                                   
3
 http://www.foejapan.org/aid/jbic02/cirebon/170418.html 

4
 http://www.foejapan.org/aid/jbic02/batang/160606.html 

5
 http://www.foejapan.org/aid/jbic02/cirebon/170228.html 

6
 http://www.foejapan.org/aid/jbic02/indramayu/170323_petition_action.html 


